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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第76期

第２四半期連結
累計期間

第76期
第２四半期連結
会計期間

第75期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　  ４月１日
至　平成20年
　  ３月31日

売上高 (千円) 2,469,7821,284,7494,627,550

経常利益 (千円) 87,291 85,852 98,156

四半期純利益又は当期
純損失(△)

(千円) 30,599 52,402△168,988

純資産額 (千円) ─ 2,962,4333,232,261

総資産額 (千円) ─ 7,642,4817,746,304

１株当たり純資産額 (円) ─ 255.06 278.89

１株当たり四半期純利
益又は当期純損失(△)

(円) 2.81 4.81 △15.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) ─ 36.3 39.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 85,969 ─ 193,499

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △47,573 ─ △6,921

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 21,297 ─ △459,140

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 654,473 594,723

従業員数 (名) ─ 601 582

(注)　１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記　　　

　　載しておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

    ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 601　(52)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 205　(52)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

医療機器事業 942,623

プラスチック製品事業 450,085

ヘルスケア事業 65,504

その他の事業 ─

合計 1,458,213

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当グループの製品は代理店等を通じて一般市場に販売しており、大部分が見込生産であります。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

医療機器事業 717,158

プラスチック製品事業 445,288

ヘルスケア事業 89,446

その他の事業 32,857

合計 1,284,749

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

ピップトウキョウ(株) 181,351 14.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を発端とした金融不安

の拡大が欧米の金融危機や実体経済の急速な悪化を招き、激しい為替相場の変動も相俟って、世界的

な景気後退の様相を呈してまいりました。

　このような環境のもと、当グループの当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高につきましては１

２億８千４百万円となり、営業利益は４千２百万円、経常利益は８千５百万円となり、四半期純利益は

５千２百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　医療機器事業

医療機器事業は、売上高が第１四半期に引続き、欧米向けの輸出を中心に堅調に伸びた結果、売上

高につきましては７億１千７百万円、営業利益は９千１百万円となりました。

②　プラスチック製品事業

プラスチック製品事業は、原油価格の高騰による原料価格の高止まりの中、販売価格の見直しや

付加価値製品の販売強化により、売上高につきましては４億４千５百万円と続伸し、経費削減等コ

ストの圧縮に努め、営業利益は２千３百万円となりました。

③　ヘルスケア事業

ヘルスケア事業は、生活自助具の販売競争が格段と激化し、売上高につきましては８千９百万円

となり、また低価格志向が一層強まり、営業利益は１百万円となりました。

④　その他の事業

その他の事業は、売上高につきましては３千２百万円、営業損失は７百万円となりました。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　日本

日本国内においては、外部顧客に対する売上高が１１億９千３百万円、セグメント間の内部売上

高が８百万円となりました。その結果、売上高は１２億２百万円、営業利益１億４千４百万円となり

ました。

②　マレーシア

グループの重要な生産拠点として、セグメント間の内部売上高が３億２千１百万円となりました

が、営業損失は４百万円となりました。

③　フランス

フランス市場においては、外部顧客に対する売上高が９千万円となりました。その結果、売上高は

９千万円、営業損失は１千９百万円となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ１億３百万円減少し、７６億４

千２百万円となりました。これは主に、機械装置及び運搬具が１億５百万円、投資有価証券が１億１千

８百万円減少し、受取手形及び売掛金が１億２千２百万円増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億６千６百万円増加し、４６億８千万円となりました。これ

は主に、借入金の増加によるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億６千９百万円減少し、２９億６千２百万円となりまし

た。これは主に、配当実施に伴う利益剰余金１億６百万円、その他有価証券評価差額金６千９百万円、

為替換算調整勘定８千３百万円の減少によるものであります。

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)

は、６億５千４百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費５千６百万円を計上し、売上債権の増加８千９

百万円、仕入債務の減少が３千１百万円あったこと等により、使用した資金は４千２百万円となりま

した。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が４百万円あったこと等に

より、使用した資金は４百万円となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短期借入金が３億９千５百万円減少したこと等によ

り、使用した資金は４億２千３百万円となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容は次のとおりであります。

　

 ①　基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊

重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主

共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、

最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考え

ています。ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち

続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう

おそれがあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の

皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。そのような

提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必

要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。
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 ②　取組みの内容

 　イ　基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は地球の環境問題、食料需給のアンバランス、飢餓・貧困等諸問題に大きく関わりを持つ人口

爆発に対処すべく、世界市場を舞台に選び、意義ある事業を発展させ、真の意味での豊かな社会作りに

貢献することを目指して全社員で日々挑戦しております。社員のその取組みにおける基本姿勢は、社

会変化を素早く、的確に捉え、ユーザーや消費者の方々が求める高品質、高付加価値の商品・サービス

を独自の発想の開発手法と企画力を駆使して提供することにあります。また、今までに世に送り出し

てきた当社製品が象徴するように、他社に安易に追随する類似製品の上市やマーケティング手法の模

倣を極力排除し、ユーザーや消費者の方々が求める高品質で個性溢れるユーティリティーの高い製品

・サービスを提供することを念頭に日々業務に当たっております。

　当社の発展の尺度については必ずしも量的追求に主眼を置かず、利益の最大化及びユーザーや消費

者ならびに株主の皆様の満足度の最大化をその規準としております。従いまして当社の基本的方針の

キーワードは、以下のように表されると存じます。

　物心両面での豊かな社会作り

　高価値商品・サービスの提供

　利益の最大化

　創造性重視

　社員の自主性の醸成

　柔軟性と即応性を持った経営

　グローバリゼーション対応

昭和９年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積された開発・生産・営業に関する

技術・知識・ノウハウ、取引先との協力関係、営業及びそのネットワークなど、当社の主力事業であり

ます医療機器事業やプラスチック製品事業ならびにヘルスケア事業に対する深い理解や造詣が今後

の経営においては、一層ますます重要になってまいります。

　当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変化にも対応が可能な体制を継

続的に追求してまいります。また、各事業の活動については経営の集中化及び効率化を進め、創造性の

高い製品・サービスの供給に一層拍車を掛けて取り組むことで、他社と差別化できる独自性を強く打

ち出してまいります。一方、コスト面においてもその優位性を発揮すべく、日々改善の努力をしつつ、

システム変更まで視野に入れた抜本的改革にも着手いたします。

　グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能すべく、グローバリゼーション

戦略の実現を継続し、目指します。

　このような取組みを通じて、企業収益の拡大を図ることにより、取引先、従業員等のステークホル

ダーとの信頼関係をより強固なものにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資す

ることができると考えています。

 　ロ　不適切な者によって支配されることを防止するための取組み

当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場

合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能

性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行います。
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 ③　取締役会の判断及びその判断に係る理由

 　　イ　前述②イの取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための具体的な方策として策

定されたものであるので、前記①の基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものではなく、また当

社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 　　ロ　前述②ロの取組みについては、大規模買付行為に関する情報提供を求めるとともに、大規模買付行為

が当社の企業価値を毀損する場合に対抗措置を発動する可能性があることを定めるものであり、前記

①の基本方針に沿ったものであります。また、その導入については株主意思を尊重するため、株主総会

で承認をいただき、更に取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するために独立委員会

を設置し、取締役は独立委員会の勧告を最大限尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時に情

報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。したがって、当社取締役会は、当該取組

みが株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものではないと

判断しております。

　

(5)　研究開発活動

　　 当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２千３百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,740,000

計 43,740,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,937,449同左
東京証券取引所
(市場第二部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 10,937,449同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日
　　　から
平成20年９月30日

─ 10,937,449 ─ 547,436 ─ 681,385
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大　跡　一　郎 東京都調布市 1,060 9.70

大　跡　陽　一 東京都世田谷区 982 8.98

㈱横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３－１－１ 536 4.91

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 410 3.75

相模産業㈱ 東京都千代田区神田小川町２－８ 324 2.96

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 300 2.74

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 280 2.56

田　中　泰　雄 神奈川県厚木市 200 1.83

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 189 1.73

㈱八千代銀行 東京都新宿区新宿５－９－２ 130 1.19

計 ― 4,413 40.35

(注)　大跡陽一氏は、平成19年12月３日に逝去しておりますが、株主名簿上の名義で記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 49,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 普通株式

10,761,000
10,761 同上

単元未満株式
 普通株式

127,449
― 同上

発行済株式総数 10,937,449― ―

総株主の議決権 ― 10,761 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権数３個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式993株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
相模ゴム工業株式会社

神奈川県厚木市
元町２番１号

49,000 ― 49,000 0.4

計 ― 49,000 ― 49,000 0.4

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 332 315 304 299 291 270

最低(円) 304 288 285 280 260 250

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

経営計画室室長兼管理本部
副部長

経営企画室室長兼経理部次
長

吉　田　邦　夫 平成20年７月１日

ヘルスケア事業部営業本部
本部長

医療機器事業部営業本部統
括部長

岡　本　　　徹 平成20年７月１日

ヘルスケア事業部営業本部
副本部長

医療機器事業部営業本部部
長

中　村　　　守 平成20年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、應和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 654,473 594,723

受取手形及び売掛金 1,654,087 1,531,639

製品 256,286 269,274

原材料 417,582 372,955

仕掛品 641,967 669,708

貯蔵品 83,392 116,447

繰延税金資産 72,586 72,816

その他 89,486 82,543

貸倒引当金 △61,610 △65,076

流動資産合計 3,808,250 3,645,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１
 1,864,331

※１
 1,878,208

減価償却累計額 △1,158,040 △1,143,977

建物及び構築物（純額） 706,290 734,231

機械装置及び運搬具 4,709,918 4,841,705

減価償却累計額 △3,241,539 △3,267,688

機械装置及び運搬具（純額） 1,468,379 1,574,016

土地 ※１
 964,512

※１
 968,745

その他 252,419 248,308

減価償却累計額 △218,042 △216,807

その他（純額） 34,376 31,500

有形固定資産合計 3,173,559 3,308,495

無形固定資産

のれん 87,015 99,408

その他 5,293 4,012

無形固定資産合計 92,309 103,420

投資その他の資産

投資有価証券 519,055 637,091

その他 61,710 65,840

貸倒引当金 △12,403 △13,577

投資その他の資産合計 568,361 689,354

固定資産合計 3,834,230 4,101,270

資産合計 7,642,481 7,746,304
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 608,512 542,046

短期借入金 ※１
 2,632,968

※１
 2,666,748

未払法人税等 59,888 93,038

賞与引当金 80,287 62,723

その他 195,171 152,481

流動負債合計 3,576,827 3,517,037

固定負債

長期借入金 ※１
 815,400

※１
 660,000

繰延税金負債 37,128 84,832

退職給付引当金 95,602 52,594

役員退職慰労引当金 154,089 199,577

その他 1,000 －

固定負債合計 1,103,220 997,004

負債合計 4,680,047 4,514,042

純資産の部

株主資本

資本金 547,436 547,436

資本剰余金 681,385 681,385

利益剰余金 1,891,268 1,997,871

自己株式 △15,980 △15,050

株主資本合計 3,104,110 3,211,642

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 158,428 227,697

為替換算調整勘定 △485,552 △402,004

評価・換算差額等合計 △327,123 △174,306

少数株主持分 185,447 194,925

純資産合計 2,962,433 3,232,261

負債純資産合計 7,642,481 7,746,304
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

売上高 2,469,782

売上原価 1,741,859

売上総利益 727,923

販売費及び一般管理費 ※１
 615,863

営業利益 112,059

営業外収益

受取利息 235

受取配当金 6,577

その他 20,953

営業外収益合計 27,766

営業外費用

支払利息 29,724

為替差損 22,595

その他 214

営業外費用合計 52,535

経常利益 87,291

特別利益

固定資産売却益 7

貸倒引当金戻入額 2,918

特別利益合計 2,925

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 2,246

特別損失合計 2,246

税金等調整前四半期純利益 87,970

法人税等 ※３
 59,443

少数株主損失（△） △2,071

四半期純利益 30,599
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
   至 平成20年９月30日)

売上高 1,284,749

売上原価 926,092

売上総利益 358,657

販売費及び一般管理費 ※１
 316,618

営業利益 42,039

営業外収益

受取利息 130

受取配当金 39

為替差益 45,353

その他 13,596

営業外収益合計 59,119

営業外費用

支払利息 15,290

その他 16

営業外費用合計 15,306

経常利益 85,852

特別利益

固定資産売却益 4

貸倒引当金戻入額 2,918

その他 123

特別利益合計 3,045

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 84

特別損失合計 84

税金等調整前四半期純利益 88,813

法人税等 ※３
 35,116

少数株主利益 1,294

四半期純利益 52,402
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 87,970

減価償却費 109,085

のれん償却額 12,392

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,660

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,550

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,713

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △45,488

受取利息及び受取配当金 △6,813

支払利息 29,724

為替差損益（△は益） △1,660

有形固定資産除売却損益（△は益） 2,238

売上債権の増減額（△は増加） △127,632

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,726

仕入債務の増減額（△は減少） 95,561

その他 24,980

小計 204,235

利息及び配当金の受取額 6,813

利息の支払額 △32,309

法人税等の支払額 △92,769

営業活動によるキャッシュ・フロー 85,969

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △46,835

有形固定資産の売却による収入 76

投資有価証券の取得による支出 △78

投資有価証券の償還による収入 1,500

無形固定資産の取得による支出 △1,543

貸付けによる支出 △903

貸付金の回収による収入 210

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,573
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
   至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △66,031

長期借入れによる収入 750,000

長期借入金の返済による支出 △560,800

自己株式の取得による支出 △929

配当金の支払額 △100,941

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,297

現金及び現金同等物に係る換算差額 55

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59,749

現金及び現金同等物の期首残高 594,723

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 654,473
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。これにより、利益剰余金が

28,294千円減少しております。また、これによる損

益及びセグメント情報に与える影響は軽微であり

ます。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用

して貸倒見積高を算定しております。

２　原価差異の配賦方法

標準原価を適用しているために原価差異が生じた場

合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年

度決算と比較して簡便的に前連結会計年度末の配賦割

合をもとに配賦しております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産については、当連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

４　経過勘定項目の算定方法

前連結会計年度の実績をもとに合理的な算定方法に

より計上しております。

５　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　税金費用の計算

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示

しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 200,600千円

土地 17,303千円

計 217,903千円

 

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,048,000千円

長期借入金 263,000千円

計 1,311,000千円

なお、根抵当権の極度額は、1,300,000千円であり

ます。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 208,668千円

土地 17,303千円

計 225,971千円

 

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,179,000千円

長期借入金 190,000千円

計 1,369,000千円

なお、根抵当権の極度額は、1,300,000千円であり

ます。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は、次のとおりであります。

運賃 66,333千円

広告宣伝費 41,325千円

給与手当 198,081千円

退職給付費用 16,173千円

※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 2,108千円

その他 138千円

計 2,246千円

※３　当第２四半期連結累計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計

処理により計算しているため、法人税等調整額

は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は、次のとおりであります。

運賃 35,109千円

広告宣伝費 19,237千円

給与手当 118,542千円

退職給付費用 13,150千円

※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 51千円

その他 33千円

計 84千円

※３　当第２四半期連結会計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計

処理により計算しているため、法人税等調整額

は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 654,473千円

現金及び現金同等物 654,473千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,937,449

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 49,993

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27　
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 108,907 10.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
　医療機器
事業
(千円)

プラスチッ
ク製品事業
(千円)

ヘルスケア
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

717,158445,28889,44632,8571,284,749― 1,284,749

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 717,158445,28889,44632,8571,284,749― 1,284,749

営業利益(又は営業損失) 91,68823,7591,769△7,421109,795(67,756)42,039

　

(注)　１　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってお

ります。

２　各事業の主な製品

(1)　医療機器事業……………コンドーム、医療用ゴム製品等

(2)　プラスチック製品事業…食品用包装フィルム、事務用ファイル

(3)　ヘルスケア事業…………生活自助具、巡回入浴サービス

(4)　その他の事業……………日用雑貨品他

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
　医療機器
事業
(千円)

プラスチッ
ク製品事業
(千円)

ヘルスケア
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,373,559858,013177,83260,3772,469,782― 2,469,782

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,373,559858,013177,83260,3772,469,782― 2,469,782

営業利益(又は営業損失) 214,67842,6831,961△10,115249,208(137,148)112,059

(注)　１　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってお

ります。

２　各事業の主な製品

(1)　医療機器事業……………コンドーム、医療用ゴム製品等

(2)　プラスチック製品事業…食品用包装フィルム、事務用ファイル

(3)　ヘルスケア事業…………生活自助具、巡回入浴サービス

(4)　その他の事業……………日用雑貨品他
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(千円)

マレーシア　
(千円)

フランス
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,193,775 ― 90,9731,284,749 ― 1,284,749

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8,583 321,584 ― 330,168(330,168) ―

計 1,202,359321,58490,9731,614,918(330,168)1,284,749

営業利益(又は営業損失) 144,350△4,660△19,770119,919(77,879)42,039

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本
(千円)

マレーシア　
(千円)

フランス
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,290,785 ― 178,9972,469,782 ― 2,469,782

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

25,539632,314 ― 657,854(657,854) ―

計 2,316,324632,314178,9973,127,636(657,854)2,469,782

営業利益(又は営業損失) 267,663△20,791△36,988209,883(97,824)112,059
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

ヨーロッパ アメリカ その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 158,990 150,748 17,848 327,587

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 1,284,749

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.4 11.7 1.4 25.5

(注)　１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

ヨーロッパ……ヨーロッパ全域

アメリカ………北米、中南米

その他…………アジア、オセアニア、アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

ヨーロッパ アメリカ その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 314,007 273,521 32,436 619,965

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 2,469,782

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.7 11.1 1.3 25.1

(注)　１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

ヨーロッパ……ヨーロッパ全域

アメリカ………北米、中南米

その他…………アジア、オセアニア、アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

255.06円 278.89円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,962,433 3,232,261

普通株式に係る純資産額(千円) 2,776,986 3,037,335

差額の主な内訳(千円)

少数株主持分 185,447 194,925

普通株式の発行済株式数(千株) 10,937 10,937

普通株式の自己株式数(千株) 49 46

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

10,887 10,890

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 30,599

普通株式に係る四半期純利益(千円) 30,599

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,889
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 4.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 52,402

普通株式に係る四半期純利益(千円) 52,402

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,888

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

相模ゴム工業株式会社

取  締  役  会  御中

　

應 和 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　澤　　田　　昌　　宏 　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　根　　本    千 映 子 　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている相模

ゴム工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、相模ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１．（２）に記載のとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用

している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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